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1950年よ り55年迄 の
西 ドイ ツ労働 市場(皿)
吉 武 清 彦
5.婦 人雇用及び失業
1950年より55年迄の西 ドイツ労働市場を特徴付ける第一の要因は,婦 人雇用
の激増である。 この傾向は,1948年の通貨改革が各企業に強烈に合理化を強い
7C時か ら既に見受けられてゐ7Cのであるが,更 に1950年以後か らは一層強めら
れた。か ～る加速度的な増加の原因はさまざまあるが,最 大の原因は,朝 鮮動
乱の ブームに伴ふ工業地帯の旺盛な労働力需要に対 して,既 に同地帯の男子労
働力は不足 してゐて,従 来家庭内にあった未就業の嬬人労働力にその労働力給
源を求めなければな らなかった ことにあると云ってよい。家庭内の婦人労働力
の就業は,一 般にその賃金に家計補助的な性格を濃厚に附与する。当時工業地
帯に於ては一 西 ドイツ全般に就いて も同様であるが一 この婦人労働力の供
給は頗 る潤沢であったので,当 時の婦人賃金は一般に低賃金であった と云って
差支へない。 このや うな大量の婦人に依 る低賃金労働力の供給は,1950年及び
51年朝鮮動乱に依って惹起 された国際的インフレのさなかにあって,諸 外国に
於けるが如 き著 しい賃金水準の動 きを西 ドイツで惹起せ しめず,比 較的安定的
な らしめた ことの一つの原因をなしてゐたと云ひ得 るであ らう。以上がこの期
間に見 られる婦人雇用の意義であるが,以 下 この点を詳細に検討 して見たい。
先づ婦人雇用の総体的増加を統計的に見ると,第 八表の如 くである。即 ち婦
人雇用は1950年か ら55年の6年 間に160万増加してお り,同 期間に於 ける男子
雇用の増加203万の約8割 に相当する。勿論婦人雇用が戦前に比較 して低水準
か ら出発 した ことも,こ の激増の一つの原因として考へねばな らぬが,そ れに
して もこの増加は他国にその例を見ない程の ものであった。 その増加率を見て
も,男子の約倍近 くの増加率であ り,婦 人雇用の比重が年々著増 した ことを明
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男女別に見たる雇用者増加数及増加率
(単位1,000)
男 子 女 子
年 平 均
瀟 増圃 増加率(%)対前年増加数陣 加率(%)
1950 十100 十1.0 +185:+4.6
1951 十424 十4.4 1十305 +7.3
1952 十254 十2.5 十 ユ85 +4.1
1953 十333 十3.2 十255 十5。5
1954 十402 十3.8 十301 +6.1
1955 十519 十4.7 十371 十7.1
1950/55十2032 十2L6 十1602 十40.2
註DieBev61kerungs-undWirtschaftsentwicklung1955.S.31.
か に 示 し て お る 。
この や うな婦 人 雇 用 の 増 加 を,戦 前 の統 計 と比 較 し て 見 る と第 九 表 及 び 第 十
表 の 如 くで あ る が,こ の 二 つ の 統 計 か ら は 次 の 二 点 が特 徴 と して 強 調 され ね ば
な らぬ 。
1.上 述の如 く婦人雇用は著増 し,第 九表に依れば婦人雇用労働者数は1955年
第九表 婦人雇用労働者の全雇用労働者に於て占める割合
(単位1,000)
年 平 均 陰用労働劃 響》 響陽編 嬰
1925年6月16日1) 21034 6252 29.7
1939年5月17日2, 13128 3789 28.8
1950 13827 4168 30.ユ
1951 14556 4473 30.7
1952 14995 4658 3ユ.1
1953 15583 4913 31.5
1954 16286 5214 32.O
1955 17176 5585 32.5
註1)1925年 統 計 は1918年以 降 の ドイ ツ共 和 国 を対 象 とす る。
2)1939年統 計 は 現 在 の 西 ドイ ツ連 邦 共 和 国 を対 象 とす る。
出 典 はDieBev61kerungs・undWirtschaftsentwicklung
derBd.Deutschland.1955.S.32.
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に於 て総計559万とな り,1925年6月に於 ける 当時の全 ドイツ国内に於 け る
婦人雇用労働 者総数625万人の約90%迄を占めるに到 つた 。即 ち絶対 数か ら
云へ ば,1955年に於て既に1925年当時を若干下廻 る程 度の婦人雇用が見 られ
た ことになる。 この ことは部人的には西 ドイツ人口が1945年以降1100万人以
上 増加 した ことに基 くもので あるが,こ こで 強調 せ られねばな らぬ ことは,
この絶対数 の増加 よりはむしろ 婦人雇用労働 者の全雇用者 内で占める割合が
戦前 を遙かに越 えてお る点で ある。 即 ち1925年には29.7%であった ものが,
1955年には32.5%とな り,2.8%増 加 しておる。 この傾 向は1955年以後 も引
続 き見 られ,1958年3月に は婦 人雇用労働者数は634万人 となって絶対 数に
於て も1925年当時を凌駕す るに到 ると共 に,全 雇用労働 者数(1832万人)に
　ユの
於 て占め る割合 も34.6%とな るに到 った。"
2.然 るに之 に反 して,婦 人労働力の婦人 住民 に対 す る比率 を見 ると,第 十表
に明 らかな如 くに,1955年に於 て も35.2%であって,1925年6月の35.6%を
若干下廻 るので あ る。即 ち有業率 に就いては1925年も1955年も殆ん ど大差 が
第十表 婦人住民に対する婦人労働力人口の割合
婦人住民100に対す
る婦人労働力人口の
割合(=婦人有業率)
婦人住民100に対する
婦人雇用者+婦 人失業者
の割合
I
l925年6月16日 35.6 19.4
1939年5月17日 36.2
、
18.9
1950年9月13日 31.4 18.6
一 一 ¶.囲一 一一一r-,一_-___
1951年12月31日 32.2 19.7
1952年12月31日 32.8 20.3
1953年12月31日 33.3 20.9
1954年12月31日 34.3 22.0
1955年12月31日 35.2 23.0
註1.DieBev61kerungs-undWirtschaftsentwicklungder
BundesrepublikDeutschland,1955.S.29&S.31.
註2.婦 人 有 業 率 の 統 計 は1951年以 降 推 計 に 基 く 。
(17)TaschenbuchfUrdieWirtschaft,Tab.9.
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ないと云ふことが注目されねばな らぬ,こ のことは,し か しなが ら,婦 人雇
用が1950年以降著増 したと云ふ事実 と如何に矛盾な く説明し得 るのであらう
か?結 論を先取 りして述べ ると,之 は一つには従来農林部門に於て家族従
業者 として就業してゐた婦人労働力が他部門に雇用労働力 として 流出 して行
ったこと,即 ち労働力入口内部に於て農村の家族従業者が雇用者 として工業
に流出して行ったこと,二 つには婦人労働力が1950年当初不況の7め 可成 り
産業予備軍 として存在 してお り,婦人有業率 も低かったが,そ れ以後急速に
労働市場に労働力 として現はれ雇用されるに到ったことで,特 にその中で避
難民の婦人労働力は,引 揚以前に可成 り農業部門の家族従業者であったが,
彼女等は1950年当初極めて多くの部分が登録又は潜在失業者であったため,
婦人有業率は1950年頃低 くな らぎるを得なかった。即 ち以前に有業人口であ
った彼女達は,引i揚と共に失業者となり,そのため婦人有業率は低下 した。
しか し彼女等の雇用と共に有業率 も高 くなって行っtcのであ る。1925年と19
55年とは有業率に於ては殆んど同じであるが,従 業上の地位か ら見 ると,産
業構造の高度化に伴って,1955年に於ては家族従業者よりも遙かに婦人雇用
の比重が高 くなってお る。
以 上の2つ の点は,1950年9月13日の国勢調査 を基準年度 に と り,1955年9
月迄 に男女別 にわ けて それぞれの労働力入 口 が 何 如 程 増 加 したか を推計 した
HildeWanderの研究 に依 って一層明 白 とな るで あ ら う。 第十一表 はHilde
ほお
Wanderの論文 にあ る統計 を簡 単に した もので あ る。この統計表 の特徴 は,労
働 力人 口の増加を,入 口構成上の変化に基 くもの,即 ちデ モグラフ ィーの上か
らの労働 力人口の増加と,そ れ 以外の経済的 ・社会的理由に基 づ き生 じた労働
力人 口の増加 と二つに区分 してお る点で あ り,前 者の計算結果 をB,後 者のそ
れをCで 表 は してあ る。前者Bは,1950年9月13日 を基準年次に と り,1)
総人 口の変化2)生 産年齢人口の変化3)生 産年齢 人口内の各年齢別人口の
(18)HildeWander,DieWachstumstendenzendeswestdeutschenArbeitspo-
tentials1925-1955.(Kiel,WeltwirtscheftlichesArehiv.,Bd.,76,Heft2,
1956)S.327.
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第十一表 男女別に見たる西 ドイツ労働力人目の増加内容
(単位1,000)
男 子 女 子
1955 1955
A.1950年9月13日に お ける労働 力人 口 ユ4,125 7,949
B・撮 縣 霧 嶽 器 押 力人口の増加 +1,199 十542
Bの内訳{歯鷺 蝋 綴 蹴 目辮 十757
+442
+312
十230
c・暢 欝敷 鶴 薪 く他の繍 的.社会的理曲謹 十339 十833
B+C=1950年に対 す る1955年の労働 力増 加合計 +1,538 ・十1,375
騰{灘鷲纏 課 召鰯 変動
B+cl自 営業並びに家族従業部門の労働力人口の変動
の内訳}雇 用+失業部門における労働力人口の増加
一123
十1,661
十95
+1,443
一266
十1,641
-18
十1,394
A+B+C冨1955年9月30日に 於 け る労働 力人 口合 計i15,663
1
9,324
註HildeWander,DieWachstlimstendenzendeswestdeutschen
Arbeitspotentials1925-1955.(WeltwirtschaftlichesArchiv.,
Kiel,Bd.,76,Heft2,1956)S.327.
変 化4)男 女 の 性 別 人 口 の 変 化5)家 族 内 に 於 て 婦 人 の 占 め る地 位(独 身 ・
既 婚 ・等)に 基 い て 分 類 され た 婦 入 人 口 の 変 化,こ れ らの 変 化 に 応 じ,基 準 年
次 の そ れ ぞ れ の 要 因 の 人 口数 に 於 け る労 働 力 比 率 を一 定 と した 場 合,如 何 程 労
働 力 人 口 が 増 加 乃 至 減 少 す る筈 で あ るか を,こ れ ら5つ の 要 因 に つ い て 推 計 し
た もの の 合 計 で あ る。 い は ば1950年の 労 働 力人rl1の分 布 を モ デ ル に して1955年
ア　の
の労働力人口を推定 した ものであ る。このや うな計算方法か らすれば,例 へば
婦人生産年齢入口が假 りに増加 したとして も,婦 人有業率 それ自体が男子に比
して低いのであるか ら,男子の生産年齢人口が増加 した時よ りも,労 働力入口
(19)HildeWander.a.a.0.SS.312-315.
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の増加は,男 子の場合 よ りも遙かに少 くな らざるを得ないことになる。後者即
ちBは,1955年9月30日の労働力人 口(之 は推定であるが)か ら,こ の前者
Aを 差引いた残 りの数字を示す ものである。 このBは 経済的L社 会的理由に
基 く労働力化の傾向を示す ものであって,例 へば従来非労働力人口であった家
庭 婦人の就業が著 しい場合 とか,工 業 化の進行 と,農 村 機械化の進行に伴 っ
て,農 村に於いて従来非労動力人口と数へ られてゐた人口が工業部門に雇用労
働力 として流出 して行った場合などがこの例である。
籾,第 十一表に依れば,1950年に対 し1955年に於ては,男 子の労働力人口の
総増加B+Cは153万8千 人であ り,婦人のそれは137万5千人 で あ り,男
子に比 して婦人の労働力人口の増加が相対的に高いことが 注目され るべ きであ
るが,前 述の婦人雇用の増加 と婦人有業率の二点 との関聯に於て,次 の三点が
強調せ られ る。
1.婦 人の1950年9月よ り1955年9月迄の労働力人口増加総額B+Cの うち,
男子と比較 して見て,婦 人はCの 部分,即 ち人口構成の変化に基か な い労
働力人 口の増加部分がB(54万2千 人)に 比 して遙かに多 く,83万3=F人に
及んでお ることであ り,男子の方 はBが119万9千,Cが33万9=F人 であ
って,男 子 と丁度逆になっておることである。之は何を物語 るのであるか。
之は即 ち男子に於ては有業率が,男 子総人口,男 子生産年齢人口,更 には男
子の個別年齢人口,そ れぞれ に於て比較的安定的であるのに対 し,婦 人の場
合には有業率が不安定的であって,従 来非労働力人口であった農林業部門の
婦人や工業地帯及び都会に於て 同様非労働力人口として存在 してゐた家庭の
主嬬乃至未婚婦人が多数就業 したことに求め られ るべ きである。 この後者は
工業地帯に於ける婦人雇用が圧倒的に増加 したことと関聯 して後述 したい。
即 ち男子の労働力増加は男子人口の増加に基 くことが多かったのに対 し,婦
人の場合には,単 に婦人人 口の増加だけに基 くものでな く婦人就業構造 自体
が変化 したことに基 くことが明 らかになった訳である。
2,更 に婦人労働力の増加を,農 林業部門 と非農林業部門とに分けてその増減
を見 ると,農 林業部門に於ける労働力減少は,男 女を問 はず見 受 け られ る
が,特 に婦人に於 ては農林業部門に於 け る労 働 力 減少 は,男 子 よ りも著 し
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く,男子が12万3千人であるのに対 し,女子では26万6千人であることであ
る。之 は農村か らの労働力の流出は,男 子 よ りも婦人に於 て著 しいことを示
してお るのであって,之 は西 ドイツ農業に於 て機械化が進行 し,家 族従業者
としての婦人労働力が大量に不用になったことに基 くものと考へてよい。 こ
のことは戦後の西 ドィッに大量の人 口増加があったに も拘 らず,農 村婦人労
働力は相対的のみな らず 絶対的にも大幅に減少 したことを物語 るものであっ
て,之 は後述の婦人雇用の産業別分類に於ても明 らかにされ る。
3.婦 人の労働力増加の合計B+Cを,更 に従業上の地位か ら分類 して見 る
と,自 営業並びに家族従業部門の減少が1万8千 人見 られ,従 っ て上述 の
2の点と関係づけて考へると,増 加し7C婦人労働力は農林業以外の他産 業部
門に於て,自 営乃至家族従業労働力 としてではな く専 ら雇用労働力 として就
業 したことが明 らか となる。1950年よ り1955年迄の婦人雇用の増加は,同 期
間の婦人労働力の増加総数を上廻 り,従 来自業並びに家族従業部門にゐた婦
ぐきの
人労働力に迄喰ひ込んだことを示 しておるのである。 しか しなが ら上記の2
に於ては農林業部門の婦人労働力が26万6千人減少 してお り,こ の大半が家
族従業者であるか ら,こ の点を考慮すると,婦 人の 『自営業部 門及び家族従
業部門』に於 ける減少1万8千 人の減少は,非 農林の産業部門一 特にサー
ビス部門,商 業部門 に於ける自営及び家族従業部門の婦人労働力が著干
増加したことを物語 るのである。
以上の分析に依って,婦 人労働市場に関す る二つの基本的傾向,即 ち未就業
の家庭婦人の雇用の増加,及 び農林業部門に於ける婦人労働力の他産業部門へ
くガ 　
の流出,が ほs"把握 され得 るであ らう。特 にこの前者 は1950年後半期か ら工 業
(20)なほ第八 表の婦人雇 用増加160万2千 人 は,第 十 一表 の婦 人の 『雇 用並 びに失
業部 門にお け る労働 力人 口の変動 』139万4千 人 と可成 り数字 に開 きが存す るが,
之 は婦人失業 が1950年よ り55年迄 に減 少 し(約10万人)雇 用 労働 力 とな った ことが
第八 表で はその ま ～雇用増 加 とな って表 はれたのに対 し,第 十一 表で は それが何 ら
増加 とな って現 はれ なか った ことに一部分基 くのであ る。 この第十 一表 の数字 は更
に非 労働 力人 口が失業者 として登録 す ることに依 り,又 雇用労働者 として雇 用 され
るに従 ひ,そ の数 は増加す るのであ る。
(21)第十一 表に 於て1950年9月13日の労働 力入 口は,同 日行 はれた国勢調査 に基 く
統計 で あ るが,1955年9月30日の それ はH.WandeJ自 身 が 断 って あ る 如 く,
(a・a・0・S.334.)部分的に は推 定 された数字 であ って,従 って若干の誤差 を含
む もので あ る。 従 って 男女 共B及 びCの 数字 には あ る程度 の誤差 が含 まれ てお る こ
とは明 らかで あ る。
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地帯が朝鮮 ブームに見舞はれた時か ら,それが一段落す る1952年の半ば迄の約
2年間工業地帯に於て著 しく見 られ,当 時農村地帯に於ては大量失業が存 在 し
てゐたに も拘 らず,工 業地帯に於 ては一家総出で就業し,高 牧入を得 てゐた家
族 も少 くなかったと云はれておる。 このや うな工業地帯に於ける婦人雇用の増
加は,西 ドイツ労働市場の地域的不均衡の解消のために生れた必然的な もので
あ り,この点を説明を以下統計的に明 らかにすることを試みたい。
この労働市場の地域的不均衡は,以 前に説明した如 く,一 方農村諸州に於 て
1950年以前20～30%の失業率に悩んでゐた時に於ても,工業諸州は3.2～4.8%
の失業率であってい完全雇用の状態であった ことに依って最 もよ く明らかにさ
れ るが,か ～る状態に朝鮮ブームが訪れたのであるか ら,労働力需要は必然的
に婦人労働力に対 して向けられ ざるを得なかった。第十二表 はか ㌧る婦人雇用
の増加が工業地帯に於て著 しか った ことを明 らかに しておる。西 ドイツの典
第十二表 男女別に見たる西 ドイツ各州の雇用労働力の増加
(米英占領地区のみ)
(単位1,000人)
男 子 女 子
19覇
末、19覇末1増 減
'94錆
末【1951焦増 減
Schleswig-Holstein5・214・ ・ 一92 215
「192一23
Hamburg
}389}3891 0 174 202 十28
Niedersachsen 1361 1238 一123 545 540 一5
Nodrhein.Westfalen2973 3269十296 990 1247T257
Bremen 17Q 136 一34 47 57 十 工0
Hesse11 893 906 †13 317 364 十47
WUrtemberg・Baden 784 863 十79 347 450 十103
Bayern 1663 1584 一79 810 851 十41
計 8734 8794 「-60 3444 3903十459上
註9子 の 統 計 はBundesministeriumftirArbeit,EntwicklungStandu.
GewichtderFrauenarbeitslosigkeit,1951,S.3.によ る 。
男 子 の 統 計 はSiebrecht,a.a.0.S.63.及 びJahreszahlenzurArbei・
tsstatistih1951,S.16.に基 き筆 者 が 作 成 し た 。
な ほ 仏 占 領 地 区(Rheinland-Pflalz,Baden,WUrtt-Hohenzollern)は資 料
の 関 係 で 省 略 し た 。
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型的工業州たるNordrhein-Westfalen州及びWUrtemberg・Baden州の婦人
雇用の増加は1948年9月よ り1951年3月迄の一年半の間で合計36万人 であって
(NordLrhein-WestfalenY・H25万7千人+Wttrtemberg-Baden州10万3千人)一
同期間の西 ドイツ英米占領地区の婦人雇用増加45万9千人の約80%に 相 当す
る。同期間に於 ける両工業諸州の男子雇用労働者の増加数が37万5千人である
か ら,1948年9月末か らの一年半に於 ては,婦 人雇用は工業地帯に於ては男子
雇用に殆んど等 しいだけ増加したと云ふ ことが出来 る。
このや うな男子雇用の増加にほ 団等しいだけの婦 人雇用の増加が何故工業諸
州に於て実現せ られたかは,単 に地域的な不均衡の理由だけか らでな く,更 に
は労働力を需要す る産業構造の側面及び個別企業の企業合理化の側面か ら理鰐
す る必要があると考へる。即 ち婦人雇用の比重の極めて高い消費財産業一 繊
維産業と衣服製造業更には食品加工業等一 が この 時期 に急速に好況に恵ま
れ,工 業諸州に於てこれ らの産業が婦人労働 を急速に需要 した ことに求め られ
ねばな らぬし,こ の消費財産業に於ける雇用増加が,こ の時期の婦人雇用の増
加の大半を占めてお るのである。だが しか し工業地帯に於ける婦人雇用の増加
は,単 に消費財産業部門のみに起ったのではな く,生産財 ・投資財工業部門に
於て も婦人雇用の可成 り著 しい増加があった ことは 見逃す ことが出来ない点で
あ る。例へば機械器具工業 ・金属製品工業 ・光学 ・精 密機 械 製造 工 業 等に於
て,そ の婦人雇用の増加の量 こそは多くはないが,戦 前と比較 してその増加率
くヨか
は著 しい ものがある。工業地帯 に於け る婦人雇用の商業部門及びサービス部門
での増加 も1950～52年当時可成 り著 しかったが,こ の流通部門に於ける増加は
む しろ1952年以降に著 しくなった傾向であって,之 は後述 したいと思ふ。
次には企業の合理 化よ りす る婦人雇用の増加である。 この合理化は通貨改革
以後1951年頃迄行はれた ものであって,通 貨改革後の通貨の稀少性の回復及び
その後の不況に基 く企業間の競争の激化に依って,各 企業は労務費の節約を強
ひ られ,高 い労働力の代 りに低廉な労働力,老 齢の労働力の代 りに 若 い労 働
(22)DiebeschtiftigtenArbeiter,AngestelltenundBeamteminderBundes・
rep1.Deutschland1938und1951.Herausg.vomBundesminst.fUrArbeit,
S.21.
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力,熟 練労働力の代 りに非熟練工 が急速 に求め られ た 結果生 じた ものであ る。
婦人労働力 が雇用 され たの も,か 、る労務費の節約 に由来す るものであった。
従 って婦人労働 は当時低賃金 が支配的で あったのであ る。第十三表 は1949年6
月の賃金 を男女別に階層化 した もので あ るが,婦 人雇用労働者の80.9%は200
D.M.以 下 の低賃金 であ り,之 に反 し男子 は74%迄が200D.M.～350D.M.の
賃金 を得 てお り,200D.M.以下の もの は僅か14.2%に 過 ぎない。かsる 合
理化の傾 向は,単 に工業諸州だ けに見 られ るもので な くて,西 ドイッ全般 に妥
当す るもので あっナこと云へ る。第十二表 に於 て1948年9月末か ら一年半の 間男
子雇用 の増加が僅か6万 にす ぎないの に対 し,婦 人 雇 用 が45万9千 人 も増加
し,僅 か二州の若干の減少 を除 いてはいつれの州に於 て も婦人雇用が増加 して
お るの は この ことを裏付 け るので あ る。
(23)通貨改革後の企業合理化が如何に男子労働力の解雇を伴つたかは次の表が明 ら
かにする。
英米占領地区に於ける雇用者数の増減(単 位1,000)一
12月31日 3月31日} 1%
Nordrhein.
Westfa1.
Niedersachsen
Schleswig-
Holstein
Hamburg
40721
1
4089
1897
701
577
1815
653
580
十17
一82
一48
十3
+0.4
一4 .3
一6 .9
労働者の
増減(%)
Bayern
Wtirt-Baden
ueSSOH
Bremen
2S161
　一}
24・1卜 ・・5
ll6・i
・23・i
1・・31-7
1211
219
一19
2161-3
十1.8
一2 .8
一3 .2
一 〇・51軸0・1
.璽6L二墨
『q7L1 ・2
一1・6L土1・0
　
-1・3i+0・0
123741・2・gl-2551-;三 「 ・.4
Siebrecht,a.a.0.S.72.
即 ち1948年12月31日よ り1949年3月31日迄 に英米 占領地 区で男 女合 計25万5千の雇
用減少 が見 られ たので あ るが,こ の うち男子 は23万9千人の減 少 であ るの に対 し,
婦 人 は僅 か1万6千 人 の減 少に過 ぎない。(Siebrechta.a.0.S.72)そして工
業諸 州 では男子 雇用 が減少 してお るに拘 らず 婦人雇 用が反 って増加 して お ることが
注 目 され る。
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第十三表 男女別 に見た る賃金 の階層別比率(税 金を含む)
1949年6月
労 働 者 従 業 員(20歳以上)
男 子
労 働 者
婦 入A
労 働 者 口 計
男 子 婦
従 業 員 従 業 員
人 合 計
労働者 ・従業者をそれぞれ100人とった時の比率
150D.M.以 下 5.3 3&611280.2 3.8 1.6一
150～200D.M. 8.9 42.3 16.5 8.4 37.6 20.0
200～25QD.M. 24.8 15.7 22.8 10.1 31.5 18.7
250～300D.M. 29.8 2.8 23.7 13.5 τ6.2 14.6
300～350D.M. 19.4 0.5 15.1 17.2 6.4 12.9
350～400D.M. 7.4 0.1 5.7 20.6 3.1 13.6
400～450D.M. 1塩6i
1
ユユ
1
9.2
450～500D.M.
「
1
レ4.4
L
lo
3.4 12.3 0.2 7.5
5・・D.M.以 上1、
1
3.1 0.1 L9
合 計 lOO.O 100.0 100.0 100.O 100.0 100.O
平 均 月 収 入
(税込み)D.M.
268.15 162.80244.15 344.65222.89296.28
1
註Sozialtaschenbuch1952,S.28.
次 に婦人雇用の増減 を産業別に見て行 くと第十 四表の如 くで あ る。先 づ農林
業部門の婦人雇用の減少 は著 し く,1956年に於 け る婦人雇用 は33万で あって,
1949年9月の77%に過 ぎない。 この ことは既 に前述 した ことを裏書 きす るもの
で あ る。 しか し更 に注 目すべ きことは,こ の農林業部 門を除 く産業部門で はい
つれ も婦 人雇用の著増が 目立つのであ るが,そ れに して も 『工業及び手工業』
部 門の雇用増加が,朝 鮮 ブー ムを間に はさんだ1949年～1952年に著 も く,『 商
業及 び交通』 と 『サ ・ー一ビ ス部 門』 と を合計 した第 三次産 業部 門の雇用 は1952年
以降に於 て著 しい ことで あ る。即 ち 『工 業及 び手工業 』部 門は1949年9月よ り
1952年9月迄に40万5=F人の増加で あ り,同 期 門に於 け る 『商業及 び交通 』と
『サ ー ビス部門』両部門の雇用増加 は43万1千 入で あって,『 工 業及 び手工 』
業部 門の増加が第三 次産業合体の雇用増加にほss等しい。 之 に対 し1952年9月
よ り1956年9月迄の 「工業及び手工業』 部門の雇用増加 は64万6『=人で あ るの
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1938年
6月25日
1
・949年9月}
ト
・…1% 1…i%
,
農 林 業
工業及 び手工業
商 業 及 び 交 通
サ ー ビ ス部 門
298
1250
691
ユ207
8.6
36.3
20.1
35.0
428
1492
710
1378
I
lO・7}
37.1}
17・81
34.41
i
合 計 3447lOO.0剰 一1
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第十 四表 産業別に見た る婦人雇 用の推移
(1938年～1956年)
1956年9月
・…i%
　
36317.6
1ilS97139.8
865旨8.。
34.6
4779100.O
・…1%
330
2543
1287
1996
6572
5.4
41.3
20.9
32.4
100.O
註1.1938年6月25日 の 道 統 計 は 現 在 の 西 ドイ ツ の 地 域 を 計 算 し た もの 。
註2.出 所 は,Sozialtaschenbuch1952,S.58.S.25.及びDeutschland
Heute1959,S.616.
に対 し,第三次産業(『 商業及び交通』及び 『サービス部門」の両部門)の 同
期間の雇用増加合計は76万4=F人(『商業及び交通」部門42万2千人及び 「サ
ービス部門」34万2千人)で あって,第 三次部門が第二次部門よりも約12万人
雇用が増加してお り,朝鮮ブームが去った後の婦人雇用は,第 二次部門 もさる
ことなが ら,第三次部門の方にヨリ多 くの比重がか けられてゐた ことを明 らか
にしてお る。 このや うにして第三次部門の婦人雇用の増加は戦後著 しく,同 部
門の男女別比率 を戦前 と戦後と比較 して見ると,第 十五表の示す如 く 「商業及
び交通』部門では男女の比率が戦前69:31であった ものが,戦 後には62:38
とな り・ 『サービス部門』で も戦前50:50が42158と戦 後 婦 人雇用が著 し
い。更に婦人雇用の絶対量か ら云へば,『 商業及び交通』部門では1956年では
1938年のほぽ倍の128万に増加し,『 サービス部門」では1938年の約65%増加
を示し,199万6千人に及んでお る。 このや うな婦人労働力の第三 次産 業部門
への進出はやは り1952年以降次第に顕著になって来た男子労働力の不足に基 く
ものと考へ ることが出来 るが,同 時に商業部門に於け る事務 作 業 が合 理化さ
れ,婦 人雇用を容易にした ことも他の原因 としてあげる心要があると考へ る。
当時の西 ドイツ労働市場に於ては主 として 建設業が男子労働力を大量に吸牧 し
たため,男 子労働力は相対的に不足 し,婦 人労働力が代替労働力 として第三次
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第十五表 第三次産業雇用者の男女別比較
(単位1,000)
1938年6月25日1ユ956年9月3・ 日
1%ll%へ 　一
商 業 及 び 交 通
男
一
1550 69 2123 62
女 691 31 11287138
合 計
一
2241
[
100% 3410 100%
1剃 ㎜ 50 1475 42
サ ー ビ ス 部 門1 1
女1207
6
50 1996 58
合 計
}
{2409lOO% 勘1賜
註1。 出 所 はDiebeschaftigtenArbeiter,Angestellten,undBeamtenin
derBundesrepublikDeutschland1938und1951.及 びStatistisches
Jahrbuch,1958.S.114115.
註2.1938年 統 計 は 現 在 の 西 ド イ ツ に 相 当 す る地 域 の み に 限 る 。
産業に大量に登場 したと考へ ることが出来 るであ らう。
次に工業内部の各分野に於ける婦人雇用の比率がいかに変化 したか を見 ると
(第十六表),最 も著 しい増加 を示 したものは 『消費財産業』であって,婦 人労
働者の割合は1950年49.4%から1957年には54.1%に増加 してお る。 このこと
は当然であるが,同 時にこの部門に劣 らず婦人雇用の比率が増加 した ものとし
て,「 投資財産業』が注 目され,1950年18.6%から1957年には22.1%と3.5%
の増加を示してお る。 この 『投資財産業 」に於 ける婦人雇用の増加は,将 来 も
なほ続 くものと予想 され るが,こ の傾向は単に男子労働力の不足か らだけでな
く,技術革新との関聯に於て分析を必要とす ると思はれ る。少 くとも流れ作業
方式の導入に依 る非熟練職業の増大が,こ の 『投資財工業』 部門に於 ける婦人
雇用を増 さしめことは疑ひ得ない
以上で1950年よ り1955年迄の婦人雇用の分析を終了して,次 に婦人失業の面
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を分析 して見ることにする。
婦人失業を男子失業と比較 して見た ものが第十七表であるが,男 子失業と比
較 して見て著 しく相違することは,婦 人失業の減少が男子のそれに比較して遙
かに緩慢であり,一 進一退の傾向があったと云ふ点である。 この期間に於ける
婦人雇用の著しい増加に も拘 らず,失 業が減少 しなかった事は,さ まざまの理
由に基 く婦人労働力の就業への大 きな圧力に基 くものと考へ られる。か 、る労
働力代への圧力は,戦 前 とは異って極めて大 きかった。約100万に及ぶ戦争未
亡人,夫 の失業のため止むな く就業せぎるを得ない多くの家庭の主婦,無 一物
で引揚て来た彪大な避難民家族内の婦人労働力等。彼女達の多くは,通 貨改革
第十六表 産業別に見たる工業雇用労働者数
1工籍+
1
鉱 業 塵醗箋望惣 轡 難鋸牒
・i213141516i7
1の 雇 用 者 数(単 位 ・・…)
1950
1954
1957
郷1
◎・6・}
1
7・2211
1
571
641
667
1,312
1
1・5381
1
I
l,0951,456
2,0ユ9
2,650
1,336
1,684
1,906
337
403
458
lb)産 業 別 に 見 た る 雇 用 者 の 比 率
1950
1954
1957
1
10011.9
1。1、a6
100}9.2【
22.8
21.8
21.3
30.4
33.3
36.7
27.9
27.8
26.4
7.0
6.6
6.3
1の 婦 人 労 働 者 の 割 合
1950
1954
1957
26.6
27.6
28.8
ヨ
L9
2.1
1
2.3:
「
13.5
14.3
'5・2i
18.6
20.5
22.1
49.4
52.1
副
1
46.0
45.3
46.0
註1.TaschenbuchfttrdieWirtschaft1959,DeutscheIndustrieverlags・
GmbH.Tab.20.
註2.雇 用 者IO人 以 下 の 企 業 は 除 く。
註3.建 築 業 及 び ガ ス ・電 気 の 公 共 企 業 体 は 除 く。
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第十七表 男女別に見た失業者数の変遷
(単位1,000)
年 平釧 男 子i婦 人
1
1950 1126 454
1951 980 一146 452 一2
1952 916 一64 463 十11
1953 846 一70 413 一50
1954 806 一40 414 十1
1955 570 一236 358 一56
1-556
ヌ
一96
註 τ.DieBev61kerungs-undWirtschaftsentwicklung
derB.R.1955.S.32.
迄は,潜 在的 ・停滞的失業労働力 として西 ドイツ全土にびまんしてゐたが,通
貨改革と共に,彼 女達は失業労働力 として表面に現 はれ,婦 人雇用の増大が朝
鮮動乱と共に著 しくなると共に,婦 人労働力の求職は益々旺盛 となり,潜 在的
失業者は次々と職業紹介所 に失業者として登録 し,・一時は(1949～1950年)婦
人雇用の増加 と共に婦人失業 も又増加したのであった。 か くて婦人労働力の供
給は1950～55年を通じて一貫して増加 しtcのであって,第 十一表に於て明 らか
なや うに 「雇用者+失 業者』部門に於けるこの期間の増加数は男 子が144万3
千であるのに,婦 人は139万4=F人であ り,そ の差は僅か4万9千 人に過 ぎな
い。男子とは違 る婦人雇用及び婦人失業の傾向を明らかに示したのは1950～51
年の頃であって,例 へば1950年5月より1951年5月迄の雇用と失業 とを男女の
ごゆ ク
性別に見 ると次の如 くである。
男 子 女 子
雇 用 増 加+64万 人+42万 人
失 業 減 少 一24万2千人 一一4万3千人
即 ち婦人雇用は男子のそれの%に及ぶ程の増加を示 したに拘 らず,婦 人失業は
(24)Siebrecht,a.a.0.S.125.
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男子の約%程 度の僅かな減少を示したに留ま る。
婦人失業を地域的に見 る時,避 難民の大量に流入 した農業諸州に婦人失業 も
集申 してゐることは当然である(第十八表参照)。1950年当時農業諸州だけで西
ドイツの婦人失業合計の約50～60%を占めてお るのである。既に前に述べtc如
くに農業諸州は1950年～52年の朝鮮動乱のブームに置 き去 りにされたが,こ の
第十八表 農業 諸州の婦人失業の変遷
(単位1,000)
1950年 1952年 1953年 1956年
9月30日 9月30日 9月3Q日 9月30日
Schleswig-Holstein 57 40 31 23
Niedersachsen 81 70 64 47
Bayern 105}105 86 55
1
麟 諸 州 合 詞 ㎜ 215 181 125
一 一
西 ドィッ婦人失業 合 計 408409
i
351 232
1
註HauptergebnissederArbeits-undSozialstatistik1952,1953.
(それぞれS.28.及び44)及びStatistischesJahrbuch1958.S.113.
ことは特 に婦人労働市場 には マ イナスの役割 を果 した。勿論 当時に於 て も消費
財 産業 を申心 とす る婦人雇用 の増大 は工 業諸州 のみで な く農業諸 州に も見 られ
たので あ るが,し か し農 業諸州 の婦人労働 に於 てはその求職活動 は他の諸州 に
もま して よ り大 きか ったと云 はぎ るを得ない 。 それ は農村地帯 に於て男子 の大
量失業が広汎 に存在 してゐたた め,家 庭内男子牧 入の不足 を補ふ 目的を以て大
量 の家庭婦人の求職が 必然化 した こと,そ して 更 に農村諸州 に於いて大量の 引
揚者が無一物 の状況で存在 してゐアこため引揚者 の婦人 も就業せ ぎ るを得 ない状
況 にあった ことであ る。 例へば1951年1月末 に於いて婦人失業者 は47万人で あ
っtcが1,その うち32%を占める14万8千人 は引揚者 の婦人失業であ り,こ の14
万8千 人の うち11万8千 人は農業諸州に見 られ た。(Schleswig-Holstein,3万
ピ　うう
3千 人,Nieder-sachsen4万3千人,Bayem4万2千 人)1950年9月 の 農 業
(25)DieEingliederungderFIUchtlingeindiedeutscheGemeinschaft,a.a.
0.S.229.及 びS.219.
1950年より55年迄の西ドイツ労働市場(吉 武)-47一
諸州の婦人失業合計は第十八表に依 り,約24万であるか ら,従 って農業諸州の
婦人失業の約半分は避難民の婦人失業であると云つて差支へないであらう。以
上の理由に基いて,農 業諸州に於ては婦人の失業率は容易に減少せず,第 十八
表に示すや うに1953年9月に於て も18万に及ぶ婦人失業が 見 られ た のであっ
た。未就業婦人の新たな求職活動が,失 業率を容易に減少せ しめなったのであ
る。
このや うな農業諸州に見られ る婦人の大量失業 も1954年を境 として次第にそ
の量に於て叉質に於ても変貌 し始 める。1956年には12万5千人に減少し,失 業
者 も質に於て老齢者の比重が次第に多 くな り,良 質の若い労働者の失業は次第
に減ずるに致った。(第 七表参照)
か くて婦人失業 も1954年辺 りか ら慢性的 ・潜在的な性格を次第に払拭 し,景
気的 ・摩擦的な資本主義に於ては通常的な性格の失業を残すのみになったと云
ひ得 るであらう。(1956年5月31日)
